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別紙

一般会計予算審査特別委員会における審査の経過と結果について(審査日：令和８年３月６､９､１０日)

１．令和８年度予算の概要

２．質疑の概要

⑴ 第１表 歳入

予算規模

令和８年度 ７０７億８９００万円

令和７年度 ７１４億７７００万円

差 し 引 き ６億８８００万円

予算内容等

「令和８年度 予算の概要」のとおり

第１款 市税

第１項 市民税

問 個人市民税として９８億３９７４万２０００円を計上している点について、給与

所得控除の見直しや大学生年代の子等に関する特定親族特別控除の創設のほか、各

種扶養控除等に係る所得要件の引き上げなどの税制改正が本年１月１日から施行

されていることから、当該改正に係る影響額について伺いたい。

答 当該改正に係る影響額は、総額で７５００万円程度と見込んでいる。

第２項 固定資産税

問 現年課税分の家屋として４４億３５５６万８０００円を計上している点につい

て、前年度から３億５０００万円程度の増額となっていることから、その要因を伺

いたい。

答 令和８年度においては固定資産税の評価替えはないが、新築及び増改築、とりわ

け北部地域に大きな建物が新たに２棟建設されたことが主な要因である。

第４項 市たばこ税

問 市たばこ税において、対前年度比４．０％増の６億９４４０万３０００円を計上

している点について、健康志向の高まりにより、全国的には喫煙者が減少している

ものと推察しているが、増額となった要因を伺いたい。

答 健康志向の向上や喫煙者の減少により、たばこの販売数量は減少しているもの

の、税制改正により、加熱式たばこの課税方式が紙巻きたばこの本数に換算する方
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式へ見直され、令和８年４月及び同年１０月の２段階で紙巻きたばこと同等の税率

へ引き上げられることから、増額を見込んでいる。

第２款 地方譲与税

第３項 森林環境譲与税

問 森林環境譲与税として１９８２万２０００円を計上している点について、前年度

から６９万２０００円の減額となっていることから、その要因を伺いたい。

答 当該譲与税は、国の地方財政計画における県内市町の増減率などを参考に見込ん

でおり、令和８年度の算定基準に変更はないものの、本市における人口がやや減少

していることから、微減と見込んでいる。

第４項 航空機燃料譲与税

問 １億７３９９万９０００円を計上している航空機燃料譲与税について、前年度か

ら大幅な減少となっている点に関して、その要因を伺いたい。

答 当該譲与税は、全国の空港関係市町村に対して航空機の着陸料や騒音が特に著し

い地区内の世帯数を基準として按分され交付されるものであるが、その全てを把握

することは困難であり、近隣の伊丹市及び豊中市においても当該譲与税が減少傾向

であることから、他空港周辺における対象世帯数の増減が影響しているものと推察

している。今後も大きく減少するなどの場合には、これまでと同様に、算定誤り等

がないか、兵庫県を通じて国へ確認していきたい。

第３款 利子割交付金 ～ 第１１款 地方特例交付金

質疑なし

第１２款 地方交付税

問 地方交付税として、前年度から１６００万円増の１１７億６５００万円を計上し

ている点について、地方財政計画における地方交付税総額は対前年度比で６．５％

の増となっているものの、本市における当該交付税の伸びは緩やかとなっている。

そこで、本市においては、歳出は増加しているものの安定した歳入を確保できてい

ると推察しているが、その詳細を伺いたい。

答 突発的な財政需要などの事由で交付される特別交付税を除き、普通交付税のみで

本市の状況を分析すると、当該交付税は、歳入の増が歳出の増を上回っていれば減

少傾向であるのが一般的であるが、本市の場合は対前年度比で大きく増加してお

り、歳入は増加しているものの、それ以上に歳出も増加している状況である。

第１３款 交通安全対策特別交付金

質疑なし

第１４款 分担金及び負担金
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第２項 負担金

第２目 民生費負担金

問 子育て家庭ショートステイ事業費負担金として５万７０００円を計上している

点について、前年度と比較して３分の１程度に減少していることから、その要因を

伺いたい。

答 利用実績に合わせて減額して予算計上しているものであるが、利用者が増加する

場合は、適切な時期に補正予算を組みたいと考えている。

第１５款 使用料及び手数料

第１項 使用料

第１目 総務使用料

問 キセラ川西プラザ駐車場使用料として２２６６万４０００円を、市民温水プール

駐車場使用料として４６６万２０００円を計上している点について、前年度当初予

算よりも大きく減額となっているが、それぞれの算定根拠について伺いたい。

答 両駐車場については、令和６年度に料金改定を実施しており、キセラ川西プラザ

駐車場使用料では、７年度当初予算では当該改定を踏まえて算出していたが、本予

算案においては、６年１０月から７年９月までの利用実績に基づき算出したことに

より減額となっている。

答 市民温水プール駐車場使用料についても、キセラ川西プラザ駐車場使用料と同様

の方法で算出している。

第２目 民生使用料

問 こども誰でも通園保育料として１６２万円を計上している点について、こども誰

でも通園制度は令和８年度における新規事業であることから、その算定根拠を伺い

たい。

答 １園における利用者を１日当たり３名、１週間で延べ１５名と見込み、同利用者

が１０時間利用するものと想定すると、１月当たりの利用時間は１５０時間とな

る。さらに、上期の半年間は５０％程度、下期は１００％の利用があると想定する

と、１年間の利用時間が１３５０時間となり、当該制度の対象となる施設は４園で

あることから、総利用時間が５４００時間となる。そして、１時間当たりの利用料

３００円に総利用時間の５４００時間を乗じて、１６２万円と算定したものであ

る。

第１６款 国庫支出金

第１項 国庫負担金

第２目 民生費国庫負担金
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問 産前産後保険税負担金として、前年度から７万７０００円減の５７万５０００円

を計上している点について、当該負担金は、出産する国民健康保険被保険者の産前

産後期間の国民健康保険税を免除するためのものであると認識しているが、算定根

拠について伺いたい。

答 当該負担金は、令和３年度から７年度までの５年間における平均値をもとに算出

しており、８年度は５５名分を計上している。

第１７款 県支出金

第２項 県補助金

第７目 土木費県補助金

問 子育て住宅総合支援事業補助金として３４６２万５０００円を計上している点

について、前年度と比較して予算額が約２倍となっていることから、その要因を伺

いたい。

答 事業開始の初年度に当たる令和７年度予算では概算で２４件と算出していたが、

令和７年７月に開始した当該補助金では、申請希望者に対して事前エントリーを必

須としており、８年度予算においては、この事前エントリーの件数を踏まえ、５０

件と算出したことから、予算額が約２倍となったものである。

第９目 教育費県補助金

問 ５８１万６０００円を計上している部活動の地域展開等推進事業費補助金の概

要及び算定根拠について伺いたい。

答 当該補助金については、事業費の総額１７４５万円のうち国・県・市が３分の１

ずつ負担するものの市負担分で、事業費の内訳は、地域クラブの運営に係る物品の

購入として１０００万円、日本中学校体育連盟における大会に参加するための指導

者の資格取得費用として４８万１０００円、同指導者への研修用動画費用として５

５万円、楽器等の高額備品の修繕や購入費として１００万円、現在使用しているポ

ータルサイトのバージョンアップ及びランニングコストとして２５１万円、地域ク

ラブコーディネーターの配置として２９０万９０００円となっている。

第１８款 財産収入

第２項 財産売払収入

第１目 不動産売払収入

問 土地売払収入として１２億８９３２万９０００円を計上している点について、そ

の詳細を伺いたい。

答 不動産売払収入の内訳は、久代１丁目及び東久代１丁目並びに東久代２丁目の暫

定緑地３箇所に係る売払収入のほか、久代３丁目の久代中池・久代下池の売払収入
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として６億９９２８万７０００円を、旧市役所分庁舎の売払収入として２億８６７

７万円程度を見込んでいる。

第１９款 寄附金

第１項 寄附金

第１目 一般寄附金

問 ２億５００万円を計上しているふるさとづくり寄附金について、令和６年度及び

７年度と同額を計上しているものの、今回の補正予算で大幅な減額をしていること

から、８年度予算で同額としている理由を伺いたい。

答 本市の市民が他自治体に寄附することにより、税収が減少している現状を踏ま

え、８年度においては、寄附金額の向上を目指し広報活動やプロモーションといっ

た取組みの強化を考えていることから同額の予算額としている。

第２０款 繰入金 及び 第２１款 繰越金

質疑なし

第２２款 諸収入

第６項 雑入

第６目 他団体負担金及び助成金

問 人生１００年時代づくり・地域創生ソフト事業交付金において、持続可能な自治

会運営のためのワークショップなどの財源として４８万２０００円を計上してい

る点について、その詳細を伺いたい。

答 この交付金を活用した事業では、地域づくりに精通している講師を招聘し、令和

８年度に自治会運営の見直しを希望する自治会を対象としたワークショップを年

３回程度実施したいと考えており、当該ワークショップのテーマについては、今後、

自治会のアンケートなどにより検討していきたい。

第７目 雑入

問 廃油売却収入として１万円を計上している点について、令和８年度からの新たな

取り組みである家庭廃食用油の回収に関して、その詳細を伺いたい。

答 家庭から排出される廃食用油を収集し、事業者に買い取っていただくことを想定

しているが、令和８年度中の実施に向け、買い取り価格や事業者の対応などについ

て調整を進めていきたい。

第２３款 市債

第１項 市債

第３目 民生債

問 社会福祉施設空調設備更新事業費市債として２２３０万円を計上している点に
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⑵ 同 歳出

ついて、当該市債は養護老人ホーム満寿荘の空調設備更新工事に係るものであると

認識しているが、その詳細を伺いたい。

答 当該施設の空調設備は、既に事務所など一部で支障が生じており、円滑な施設の

運営を維持するため、最低限の修繕を行おうとするものである。

第１款 議会費

質疑なし

第２款 総務費

第１項 総務管理費

第１目 一般管理費

問 秘書事業において、報償費で、（仮称）Ｕ－１８文化賞・スポーツ賞の記念品６

万１０００円を含む７４万４０００円を計上している点について、対象や選考基準

などの詳細を伺いたい。

答 同賞の対象は、１８歳以下の全国大会やアジア大会、世界大会のＵ－１８部門に

出場された個人及び団体を想定している。原則自己申告で市へお知らせいただく予

定としているが、市広報誌等での周知啓発をはじめ、市としても対象となり得る方

の積極的な情報収集に努めたいと考えている。現在、川西市展においてもＵ－１８

部門を設けているが、（仮称）Ｕ－１８文化賞・スポーツ賞は、より特別に子ども

たちにメッセージを贈りたいとの思いのもと設立する考えであり、表彰された人の

姿がロールモデルとなり、それを見た他の子どもたちの意識向上にもつなげたいと

考えている。

問 総務管理事業において、行政史編さん業務委託料として９８４万５０００円を計

上している点について、行政史完成までのスケジュールについて伺いたい。

答 令和７年度においては、昭和５０年から平成６年までの２０年の行政史編さんを

進めており、監修者の指導のもと、完成が近づいている状況で、８年度には７年度

に作成した行政史の内容を慎重に確認した後、公表したいと考えている。また、８

年度においては、平成７年以降の行政史の編さんに取り組んでいきたいと考えてい

る。

問 契約事業において、電子契約システムの導入によるシステム使用手数料として

３４万５０００円を計上している点について、令和８年度から電子による契約が行

われるとのことであるが、具体的な運用方法について伺いたい。
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答 令和８年度においては、契約検査課で扱う契約案件を対象とし、年度途中から順

次電子契約システムを導入する予定としており、導入後も既存の紙による契約と電

子契約は併用する考えである。将来的には、契約の形態によっては同システムで対

応できない案件も考えられるが、全庁的に拡充していきたいと考えている。

第２目 企画費

問 川西市まちづくり公社運営支援事業において、川西市まちづくり公社の本部運営

に対する補助金として、川西市公営霊園の合葬墓の整備支援１００万円を含む４０５８

万５０００円を計上している点について、合葬墓の運営自体は同公社が行うものと

理解しているが、現時点で判明している詳細について伺いたい。

答 同公社では、現在、令和９年度の合葬墓開設に向けた取り組みが進められており、

未使用の区画に４０００体の埋葬が可能な合葬墓を整備すると聞き及んでいる。

答 合葬墓の詳細については、現在、同公社において計画中のため、決定され次第、

改めて報告したいと考えている。

問 川西能勢口駅まち空間魅力創造事業において、川西能勢口駅まち空間魅力創造業

務委託料として８００万円を計上している点について、基本構想策定の方向性を伺

いたい。

答 川西能勢口駅周辺の空間としては、ペデストリアンデッキとその周辺を想定して

おり、ペデストリアンデッキの改修や駅まち空間創出のためのソフト面での取り組

みなど、行政だけでなく各事業者と協働しながら、まちの価値向上を目指した基本

構想を策定していきたいと考えている。

第３目 ＩＣＴ推進費

問 ＩＣＴ推進事業において、使用料及び賃借料で住民情報システムに係るガバメン

トクラウド利用料やＯＡ機器等の使用料など１億４７６５万４０００円を計上し

ている点に関し、令和７年度に国の標準システムへ移行（地方公共団体の基幹業務

システムの統一・標準化）となったが、現状のトラブルや今後の対応について確認

したい。

答 システム移行後から様々なトラブルは発生したものの、当該システムは国が所管

するシステムであることから、国から修正モジュールが提供されており、その都度

修正を行っている。今後も、システム運営上生じるトラブルについては、様々な手

段を講じることにより、市民サービスに影響のないようにしていきたい。
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第４目 広報費

問 広報広聴事業において、委託料として、市の魅力がより多くの市民に伝わるよう

な動画の制作や市民ライターによる情報発信の実施を含む１０９７万４０００円

を計上している点について、市民ライターによる情報発信の詳細を伺いたい。

答 市民ライターについては、中心市街地活性化協議会が主催するまちの魅力を伝え

る担い手を育成する講座「マチルポ」の受講者のうち、数名を予定している。活動

内容としては、市内の魅力的なスポットやイベント、地域で活躍している方々を、

ＳＮＳや市ホームページ、広報誌等を活用して発信していただくことを想定してい

る。

問 同事業において、広報板撤去業務委託料として３１５万７０００円が計上されて

いる点について、広報板の撤去数及び再利用数について伺いたい。

答 広報板は市内１４９箇所に設置しているが、各自治会及び地域コミュニティに確

認したところ、７３箇所で撤去を、７６箇所で譲渡を希望された。なお、広報板の

撤去は順次実施する予定であり、譲渡希望のある広報板は、修繕、整備を行った上

で、各自治会やコミュニテイに譲渡したいと考えている。

第６目 財産管理費

問 管財事業において、久代中池・久代下池売却に伴う地元への補償金として４億

８９５０万２０００円を計上しているとの説明があったが、その詳細について伺い

たい。

答 久代中池・久代下池については、昨年９月の定例会で旧慣の廃止の議決をいただ

いているもので、当該土地の売却により約７億円の収入を見込んでいる。補償金に

ついては、市有財産取扱要綱により、当該土地の所有者に対して売却収入の７割相

当を支払うものであり、最終的には、入札による売却金額が確定した後に決定する

ものである。

問 備品購入費で議長等特別職が使用する車両を買い替えるための車両購入費とし

て、７１１万９０００円を計上しているとの説明があったが、現行車両の使用年数

及び走行距離、購入を予定している車両の車種を伺いたい。

答 現行車両については、使用年数が１８年で、総走行距離は約６万キロメートルと

なっている。また、購入を予定している車種については、今年度に購入した市長車

と同タイプのワンボックスタイプを検討している。
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第７目 公共施設マネジメント費

問 公共施設マネジメント事業において、旧南部処理センター跡地整備工事として１

億５７００万円、旧南部処理センター解体工事費として８１００万円を計上してい

る点に関し、跡地に整備予定の防災スペースと周辺地域をつなぐ動線の想定につい

て伺いたい。

答 防災スペース整備予定地の前面道路は、交通量も多く、スピードも比較的出やす

い道路であることは認識しているが、現時点において、具体的な対策に係る検討に

は至っていない。

第８目 人事管理費

問 職員研修事業において、事業全体で２３６３万円を計上しているが、前年度と比

較して約１２０万円減額となった理由を確認したい。また、予算の概要によると、

市職員研修の強化として４６０万円を計上しているが、その詳細について伺いた

い。

答 同事業の予算が減額となった理由は、これまで行ってきた国土交通省への職員派

遣を令和７年度をもって中止することによるものである。また、市職員研修の強化

として、関西学院大学大学院司法研究科への職員の聴講派遣を新たに始めるほか、

各種派遣研修の参加費用を計上しているものである。また、現在実施している職場

提案制度を活用した職員研修の強化にも努めていきたいと考えている。

第９目 文化振興費

問 芸術文化施設維持管理事業において、みつなかホールの大規模改修に係る設計委

託料として５５７６万円を計上しているが、予定されている改修の詳細について確

認したい。

答 当該施設は令和８年度に３０周年を迎えることから、外壁改修のほか、トイレの

改修や老朽度の高い箇所の修繕なども含め、総合的な設計を行う予定である。

第１０目 市民参画費

問 参画と協働のまちづくり推進事業において、自治会の地域づくり活動や持続可能

な取組などに対する地域づくり支援補助金として１１２５万９０００円を計上し

ている点について、当該補助金は、令和８年度に拡充されるものと認識しているが、

その詳細について伺いたい。

答 当該補助金については、これまでの地域づくり支援補助金及び自治会活動支援補

助金の一本化を行うもので、補助金申請における事務負担の軽減を図るとともに、
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清掃活動や防犯、防災の活動など自治会で維持することが望ましい取組など、今回

新たに設定する具体的な取組を実施した自治会に対し、その取組内容に応じて補助

金を増額することを考えている。

問 笑顔続く未来創造事業において、花火大会実施を希望するコミュニティ組織を支

援するための地域花火大会補助金として８００万円を計上されており、前年度と比

較して３００万円の増額となっているが、打ち上げ花火の実施困難な地域に対する

市の考えについて伺いたい。

答 市南部の伊丹空港周辺の地域では飛行機の離着陸の都合上、打ち上げ花火の打ち

上げ距離が２０数メートル以上になると空港に申請を要することなど、打ち上げ花

火の実施が困難な地域があることは認識している。今後も、それぞれの地域の状況

を踏まえ、地域とともに実施の可能性を模索していきたいと考えている。

第１１目 生活安全費

問 生活安全事業において、防犯カメラ設置事業補助金として３０万円が計上されて

いる点について、対前年度と比較して１８万円の減額となっているが、防犯カメラ

の設置想定件数と１台当たりの補助金額について伺いたい。

答 同補助金については、新設で３台、更新で１台を想定しており、補助金額は、新

設が１台当たり８万円で、そのうち県が４万円となっており、更新は市のみの補助

で４万円となっている。

第１２目 スポーツ振興費

問 スポーツ施設管理運営事業において、使用料及び賃借料として９３６万２０００

円を計上している点について、前年度と比較して５６５万３０００円の減額となっ

ているが、その要因を伺いたい。

答 総合体育館の改修工事に伴い、空調設備の賃借料が減額となっているものであ

る。

第１６目 キセラ川西プラザ運営費

問 キセラ川西プラザ運営事業において、使用料及び賃借料でキセラ川西プラザ駐車

場用地の土地借上料など５９４９万５０００円を計上しているが、駐車場の土地の

借上期間が２０年にわたる長期の契約で、借上料も多額になることから、当該土地

を買い取ることについて、市の見解を伺いたい。

答 キセラ川西プラザ駐車場用地の土地借上料については、地権者と５年ごとに覚書
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を締結しており、路線価の状況等に応じて金額を設定している。キセラ川西プラザ

自体が長期的な稼働を念頭に置いた施設であることから、短期間の賃貸借では駐車

場を使用できなくなるリスクも考慮し、長期間の契約を締結しているところであ

る。当該土地の買い取りについては、契約満了時などに財政状況や近隣の状況等を

注視し総合的に判断していきたい。

第２項 徴税費

第２目 賦課徴収費

問 徴収及び収納事業において、委託料で納税等呼びかけセンター管理運営業務委託

料など２７３１万１０００円を計上している点について、納税者への納付等の催促

を電話で行うことの効果は理解するものの、固定電話を持たない世帯の増加や還付

金詐欺の発生状況などを踏まえると、情報伝達の手段として憂慮しているが、市の

見解を伺いたい。

答 同業務については、固定電話が減少傾向にある点や納税等呼びかけセンターから

の電話を相手方に信用してもらえないケースなど、懸念される面はあるものの、納

付を忘れている方に対する電話での呼びかけは一定の効果はあると考えている。今

後は、現在実施している催告書の送付も併せて、事業者とも相談しながらアプロー

チの方法について検討していきたい。

第３項 戸籍住民基本台帳費

第１目 戸籍住民基本台帳費

問 住民基本台帳及び印鑑登録事業において、マイナンバーカード廃棄処理委託料と

して２７万６０００円を計上している点について、廃棄対象となるマイナンバーカ

ードや廃棄に際する個人情報の取扱いについて伺いたい。

答 マイナンバーカードの有効期間は、カードの発行後１０年となっており、新しい

カードに更新する際に更新前のカードを回収している。現状、回収したカードは鍵

付きのロッカーで保管しており、令和８年度に廃棄する予定である。廃棄するカー

ドは、委託業者に引き渡す前に、クロスカッターというシュレッダーで粉砕した上

で、個人情報を復元できない状態にする考えである。

第３款 民生費

第１項 社会福祉費

第１目 社会福祉推進費

問 民生児童委員活動事業において、民生児童委員活動補助金として２５７３万３０００

円を計上している点について、令和７年の改選後に欠員が多く生じているものの、
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８年４月１日時点では若干委嘱する人数が増加する旨を聞き及んでいるが、追加委

嘱に向けた状況及び欠員補充に向けた８年度の取組方針について伺いたい。

答 現時点では、民生委員７名、主任児童委員１名の追加委嘱手続きを進めている。

充足率の低下については以前から大きな課題であり、いかに現役世代の方に民生児

童委員を担っていただけるかが重要であり、８年度においても、まずはやりがいや

仕事内容の十分な周知を図るため、駅やスーパーなど人目に触れやすい場所にポス

ターやちらしを掲示し、啓発を行っていきたいと考えている。

問 地域福祉活動支援事業において、自治会未加入者の個別避難計画作成に協力す

る自治会への支援として個別避難計画作成協力報償費１万５０００円が新設され

ているが、その詳細について伺いたい。

答 自治会加入者については自治会に作成を依頼しているものの、個別避難対象とな

る自治会未加入者の割合も増加していることから、会員以外の避難名簿の作成を自

治会に協力依頼するに当たり、この報償費を新たに設けようとするものである。金

額設定の基準は、兵庫県における防災と福祉の連携による個別避難計画作成に係る

事業所報酬の半額程度とし、１件当たり３０００円を計５件分と想定し予算計上し

たものである。

問 同事業において、多機関協働事業等実施委託料として３３６３万円を計上してい

るが、その詳細を伺いたい。

答 同委託料では、令和７年度に引き続き社会福祉協議会へ委託し、重層的支援体制

整備事業として、対象者の特性を問わない相談支援や多様な参加支援、地域づくり

に向けた支援を中心に、従来の活動内容をさらに当事者に寄り添う形で推進してい

くものである。

第２目 人権推進費

問 子どもの人権オンブズパーソン事業について、需用費として５７万１０００円を

計上しているが、令和７年度と比べて半減している理由を伺いたい。

答 ７年度は、パルティ川西における子ども向け相談室の空調設備の取替えに係る修

繕料として７２万６０００円を計上していたが、当該工事が完了したことにより、

同額が減額となったためである。

問 多文化共生推進事業について、日本語講座等委託料として１２９万２０００円を

計上しているが、令和７年度から実施している日常会話を学ぶ日本語講座につい
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て、８年度の実施体制を確認したい。

答 同講座は令和８年１月から総合センターにおいて実施しており、８年度は１クー

ル１０回、年間４クールで計４０回を、概ね毎週土曜日に実施する予定である。

第３目 総合センター費

問 隣保館運営事業において、報償費として、和太鼓教室及びよみかき教室の講師謝

礼を含む１３３万６０００円を計上している点について、講座の詳細を伺いたい。

答 和太鼓教室については、総合センターの登録グループが指導者となり、夏休み中

に子どもを対象とした交流事業として実施しているものである。また、よみかき教

室については、毎週金曜日に大人を対象に日本語の読み書きを学ぶ講座となってい

る。

第４目 障害者福祉推進費

問 障害者総合支援事業において、川西作業所指定管理料１６１万９０００円を、小

戸作業所指定管理料５０３９万１０００円を計上している点について、前年度と比

較して、川西作業所が３３４万円９０００円、小戸作業所が１０４３万円の大幅な

減額になっているが、その要因を伺いたい。

答 川西作業所は就労継続支援Ｂ型事業所であり、現在定員４０名のうちほぼ全員が

通所しているが、令和５年１０月の小戸作業所及び川西作業所の体制変更により、

川西作業所に就労継続支援Ｂ型機能が集約され、利用者の増加及び出席率の向上に

伴い、障害福祉サービス給付費内での事業運営が一定可能となったことから、指定

管理料の減額につながったものである。一方、小戸作業所については、重度障害者

が通所する生活介護施設となっており、川西作業所に比べて出席率が低いことか

ら、川西作業所よりは給付費の確保が困難な状況となっている。

問 同事業において、兵庫県が行う「障害者施設等における光熱費等高騰対策一時支

援金」の補助対象とならない市内障害者地域生活支援事業所に対する物価高騰対策

支援金として２００万円を計上しているが、算定根拠及び対象事業所数を伺いた

い。

答 当該支援金は、物価高騰による経費の負担が幅広い分野に及ぶことから、令和７

年４月以降、物価高騰が本格化することに伴う人件費を除く経費相当額について、

物価上昇率を乗じた額を価格に転嫁できない額とみなして算出し、交付金として給

付しようとするものである。対象事業所数は、令和７年度末時点で３４事業所とな

っている。
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第５目 福祉医療費

問 福祉医療管理事業において、福祉医療のオンライン資格確認に関するシステム改

修・導入委託料として８８８万４０００円を計上している点について、マイナ保険

証を福祉医療費受給者証として利用できるようシステム整備を行うためのものと

認識しているが、運用開始時期や対象となる福祉医療制度を確認したい。また、今

後の紙の受給者証の取り扱いについて伺いたい。

答 本システムの改修時期は、国のシステム標準化が完全稼働した後の令和８年１２

月頃を予定しており、全ての福祉医療制度が対象となる。また、紙の受給者証につ

いては、１２月以降も引き続き発行する予定である。

第７目 医療保険費

問 後期高齢者医療事業特別会計繰出金において、７億３６９０万９０００円を計上

しているが、その内訳を伺いたい。

答 繰出金の内訳については、基盤安定繰出分が５億９５８８万７０００円、県広域

連合事務費繰出分が６８９４万９０００円、職員給与費等繰出分が７２０７万３０００

円となっており、後期高齢者数の増加に伴い、全体的に増額となっている。

第２項 老人福祉費

第１目 老人福祉推進費

問 高齢者包括的相談支援事業において、中央地域包括支援センターが担う相談や専

門職への支援強化に係る市社会福祉協議会への（仮称）高齢者総合相談窓口業務委

託料として２３４９万円を計上しているが、新たな窓口の設置及び委託に伴い、今

後の同センターの専門職の配置について確認したい。

答 中央地域包括支援センターにおいては、主任ケアマネジャー、保健師及び社会福

祉士の専門職が必置となっているが、新たな窓口設置に伴い同３職種の配置は不要

となる。しかしながら、介護予防関連事務など、引き続き市の所管となる事務につ

いて、保健師等の専門職は配置する予定である。

問 同委託料について、算定根拠及び新たな窓口の開設時期を確認したい。

答 同委託料では、社会福祉協議会における医療、介護専門職計３名の人件費相当額

を計上しており、現在、令和８年７月に窓口を開設するため調整を進めているとこ

ろである。
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問 地域介護予防・生活支援体制整備事業において、介護予防・健康ポイント事業業

務委託料として２６１８万７０００円を計上しているが、年度末である３月のポイ

ント交換時期に際し、貯めたポイントを幅広く地域に還元できるような仕組みの導

入可能性について伺いたい。

答 ポイント付与の仕組みについては、令和８年度も７年度同様のシステムで実施す

るため、現状、個人に付与されたポイントを地域に還元することは予定していない。

問 施設入所援護事業において、養護老人ホーム満寿荘の指定管理料８６４４万７０００

円を計上している点について、令和７年１０月の決算委員会での質疑では、病院等

と連携して、施設利用が必要と思われる方への案内体制の見直しを検討する旨の説

明があったが、８年度に向けた検討状況を確認したい。

答 令和７年度においては、実際に病院に案内を行い、施設の利用が必要と思われる

方への周知を図ったところ、ショートステイの利用は大幅に増加しているが、一方

で、長期入所が必要な方はいなかった。今後も引き続き、入所が必要な方には広く

周知を行っていきたいと考えている。

第３項 児童福祉費

第１目 児童福祉推進費

問 障害児支援事業において、ペアレント・トレーニングに関する委託料として８０

万円が計上されているが、令和７年度の実績を踏まえた８年度の事業展開について

伺いたい。

答 当該講座は、発達障害と診断されている、または、その疑いのある子どもの育児

に不安を感じている方を対象に実施しており、７年度で事業開始後３年が経過する

が、いずれの年も受講者は２０名の定員に達している状況である。８年度も同様の

定員２０名で事業実施を予定しているが、発達障害の疑いのある子どもを抱える方

の受講について関係機関と連携しながら積極的に取り組んでいきたいと考えてい

る。

問 同事業において、川西さくら園運営に係る指定管理料として１億１６４５万８０００

円を計上しているが、前年度と比較して３２２２万５０００円減額となっている要

因について伺いたい。

答 指定管理料が減額となっていることについては、令和７年度末に予定されている

さくらんぼ園の閉園が主な要因である。
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問 こども育成支援拠点運営事業において、養育環境等に課題を抱える児童等の居場

所となるこども育成支援拠点１カ所の整備運営を行う民間事業者に対する運営業

務委託料として８５４万６０００円を計上している点について、その詳細を伺いた

い。

答 当該業務委託については、事業者の応募資格として法人格や一定数の職員の配置

や職員に必要な資格などの要件を設け公募する予定である。当該施設では、ネグレ

クト傾向が強い児童や、家庭では落ち着いて勉強ができない児童などの利用を想定

している。

第２目 青少年支援費

問 青少年地域活動支援事業において、青少年育成活動事業補助金として２６万６０００

円を計上しているが、従前の制度における令和７年度の補助対象団体数と公募型補

助金に移行する８年度の補助申請団体数について伺いたい。

答 ７年度は１団体が補助対象となっており、８年度は当該１団体に加えて新たに２

団体が申請する予定である。

第３目 保育所費

問 ６億１４３万円を計上している市立認定こども園運営事業において、令和８年４

月から開始される「こども誰でも通園制度」について、担当となる正規職員の確保

状況及び運営体制について伺いたい。

答 各園において担当の正規職員を１名配置する予定である。

答 制度開始の４月当初の体制として、１日２時間で、０歳、１歳、２歳の年齢から

二つの年齢で最大４名の受入れを想定している。現時点で、開始当初の体制の継続

は未定であり、今後の状況により判断していきたい。

問 市立幼稚園・保育所一体化施設整備事業において、（仮称）市立多田こども園整

備に係る工事請負費として４億５８００万円を計上されているが、建設予定地は住

宅街に位置していることから、工事に伴う地域住民への配慮について確認したい。

答 工事に伴う騒音について、当該地域は住宅密集地であるため、一定程度は避けら

れないものと認識しているが、重機などは低騒音機材を使用するなど、少しでも軽

減できるよう工夫して工事を進めていきたい。

問 幼児教育・保育施設運営支援事業において、保育士宿舎借り上げ支援事業補助金

として１６７０万４０００円を、保育士等就労・定着支援事業補助金として５６０
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万円を計上しているが、保育士不足への対応や処遇改善の取組みについて伺いた

い。

答 保育士不足への対応として、令和７年度に引き続き、保育士の就職フェアを開催

をするほか、処遇改善については、保育士として働く方の子どもが市内の保育施設

へ入所する際には、入所選考時に加点を行うなど、引き続き保育士確保の取組みを

進めていきたい。

第５目 留守家庭児童育成クラブ費

問 放課後児童居場所づくり事業において、放課後キッズプレイス運営業務委託料と

して１億１０８８万円を計上している点について、算定根拠を伺いたい。

答 本事業に係る費用の大部分は人件費であり、事業者からの見積もり等を踏まえ予

算計上している。

問 同事業において、利用者の負担額について伺いたい。

答 令和８年度は７年度と同様に、保険料として年額８００円のみを負担していただ

く予定である。なお、９年度以降については、今後の実施状況を踏まえ検討してい

きたいと考えている。

第４項 生活保護費

第１目 生活保護費

問 生活支援事業において、扶助費として令和７年６月２７日の最高裁判所判決を踏

まえた追加給付費１億９３３４万４０００円を計上している点について、追加給付

対象者数及び追加支給時期について確認したい。

答 対象者数は、現在受給中の世帯が１２４１世帯、当時受給中で現在は廃止になっ

ている世帯１３０３世帯の計２５４４世帯で予算計上している。また、追加支給時

期については、受給世帯は６月中に支給を開始する予定であり、廃止世帯について

は未定である。

問 生活困窮者自立支援事業において、扶助費として住居確保給付金４００万円を計

上している点について、令和７年度と比較すると１５６万６０００円減額となって

いるが、その要因について伺いたい。

答 当該給付金は、就職活動を支えるための家賃補助と家計の立て直しのための転居

費用の２種類に分かれている。予算額が減額となっている要因は、家賃補助につい

ては新型コロナウイルス感染症流行時に申請件数が急増したものの、ここ数年は落
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ち着いていることや、転居費用については申請件数が少ないことなどによるもので

ある。

第４款 衛生費

第１項 保健衛生費

第１目 保健衛生総務費

問 保健・医療政策管理事業において、訪問歯科診療事業補助金３５万円を計上して

いるが、その詳細を伺いたい。

答 当該補助金は、高齢期や寝たきり等の通院困難者に対する歯科診療・口腔ケアを

確保するため、訪問歯科診療を行う事業者に交付するものである。内訳として、居

宅訪問１件当たり７００円、１年間で１０００件の訪問を見込んでおり、その費用

の２分の１に当たる３５万円を補助金として交付するものである。

問 健康づくり推進事業において、予算の概要によると、「介護予防・健康ポイント

事業「笑顔ミライちょきん」の充実」として所要経費３０５９万円を計上している

が、健康ポイントの当選者数を増やすと記載されている点について、その詳細を伺

いたい。

答 委託料のうち、健康づくりのきっかけとして歩くことに対してポイントを付与す

る事業に係る経費として４３９万５０００円を計上しており、令和７年度予算と比

較し約５０万円の増額となっている。現在、１日の目標歩数を月１６日以上達成し

た人の中から月約１０名が当選する内容となっており、令和８年度からはこれを月

約５０名が当選する内容に変更しようとするものである。

第３目 保健センター費

問 健康診査事業において、委託料として保健センターでの胃がん（内視鏡）集団検

診を実施する費用２９３万円を計上しているが、その詳細について伺いたい。

答 市では個別に医療機関で実施するものを個別検診、保健センターで実施するもの

を集団検診というように区別しており、胃がん（内視鏡）検診の受診者増加に対応

するため、令和８年度から新たに保健センターでの集団検診を実施しようとするも

のである。

第２項 環境衛生費

第３目 斎場費

問 斎場管理運営事業において、需用費として１６５０万円計上しているが、年々予

算が増加傾向となっていることから、その詳細について伺いたい。
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答 この費用は、火葬炉の耐火材などの修繕に係る経費として計上しているもので、

耐火材は毎年交換が必要となることに加え、火葬炉の老朽化に伴い、設備機器等の

修繕も必要となっていることから増加傾向となっている。

問 同事業において、指定管理料６８０８万２０００円を計上している点について、

今回の３月補正を含めた令和７年度予算７０２４万１０００円と比較すると減少

しているが、その要因について伺いたい。

答 令和７年度当初予算は６７６１万８０００円を計上しており、それと比較すると

８年度は増額となっている。指定管理者との契約期間は５年間で、契約締結の際に

各年度ごとの委託料を算出しているが、修繕費や燃料費、光熱水費については実際

にかかった経費を精算することとなっており、７年度は燃料費の高騰によって３月

に増額補正をしようとしているものである。

第４目 環境対策費

問 環境創造事業において、令和６年度に実施された猪名川沿い美化プロジェクト啓

発横断幕設置をしており、決算審査の際に新たなチャレンジを展開していきたいと

の話があったが、８年度における事業の展望を伺いたい。

答 令和７年度は引き続き清和台中学校美術部に協力を依頼し、作成いただいたもの

を８年３月に現地に掲示していく予定としている。８年度は美術部の負担を考慮し

つつ、事業継続も視野に入れながら、美術担当教師等と協議し、さらに地元への愛

着向上に向けた取り組みを実施していきたいと考えている。

第３項 清掃費

第１目 清掃総務費

問 ごみ減量化とリサイクル推進事業において、予算の概要によると、「リチウムイ

オン充電池等の行政回収の実施」として、所要経費２１万円を計上しているが、そ

の詳細について伺いたい。

答 火災の危険性があるリチウムイオン充電池等について、令和８年４月から行政回

収を実施し、有害ごみの日にごみステーションに出されたものの回収に加え、各行

政センター等に設置する回収箱に出されたものの回収も行う予定である。

問 同事業において、予算の概要によると、「家庭用廃食用油の回収の実施」として、

所要経費６６万円を計上しているが、その詳細について伺いたい。

答 回収における連携先や回収方法など、具体的な内容については鋭意検討している
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ところであり、市で回収箱等を設置し回収する場合の経費として６６万円を計上し

ている。近隣市の状況から、概ね２００キログラム程度の回収を見込んでいる。

第２目 ごみ処理費

問 分別収集事業において、予算の概要によると、カンの拠点回収の実施として、所

要経費６３万円を計上しているが、その詳細について伺いたい。

答 カンの排出機会を補完するため、川西南公民館、東谷公民館、美化推進課の市内

公共施設３か所でカンの拠点回収を行うもので、集団回収を実施されている地域に

ついては、可能な限り集団回収を利用いただくよう継続的に周知を行っていく考え

である。

問 同事業において、委託料として４億９２１４万４０００円を計上している点につ

いて、前年度と比較すると増加しているが、その要因について伺いたい。

答 同事業において、８年度は一般廃棄物収集運搬業務委託の契約更新の年度とな

り、人件費や物価高騰等の影響により金額が増加している。

第５款 労働費

第１項 労働費

第１目 労働対策費

問 労働者支援事業において、予算の概要によると、若年者就労体験の支援として、

委託料２００万円を計上しているが、その詳細について伺いたい。

答 同事業では、４９歳以下の若者をはじめとする継続就労困難者等の就労をサポー

トする若年者就労体験支援として、これまで個別面談を実施していたが、支援者数

が減少傾向にあることを踏まえ、集団でのセミナーや生活訓練等を実施した上で個

別面談等の支援を行う方法に変更し、より効果的な支援を行おうとするものであ

る。

第６款 農林業費

第３目 農林業振興費

問 森林保全事業において、川西市森林整備等活動交付金として１７９万５０００円

を計上しているが、交付団体について確認したい。

答 本交付金を活用する予定のある団体は、東多田里山の会、渓のサクラを守る会、

川西里山クラブ、黒川共栄会、北摂里山文化保存会の５団体となっており、今後も

新たに交付申請があれば、本交付金要綱に基づき対応していきたいと考えている。

問 農業振興事業において、森林緩衝帯整備に係る除草・伐木業務委託料として
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２３７２万９０００円を計上しているが、その詳細について伺いたい。

答 人や農作物への被害を防ぐため、野生動物が生息する森林と人が住み農作業を行

う集落との間に森林緩衝帯を整備しようとするもので、水明台４丁目地内におい

て、１０メートル幅で除草・伐木を行っていくことを計画している。

第７款 商工費

第１項 商工費

第１目 商工振興費

問 商工振興事業において、ローカル１０，０００プロジェクト（地域経済循環創造

事業）補助金として５５００万円を計上しているが、その詳細について伺いたい。

答 同補助金は、地域の資源と資金を活用した地域密着型事業に取り組もうとする事

業者に、国と自治体と地方金融機関が初期投資費用を支援しようとするもので、地

域資源の活用や地域課題への対応といった地域の活性化へ繋がる事業の申請を期

待しているところである。

問 中心市街地活性化推進事業において、予算の概要によると、ＬＯＣＡＬ ＢＵＳ

ＩＮＥＳＳ ＨＵＢ かわにし（ビジネス交流スクール）にアドバンスコースを新

設し実施するとして、令和７年度と同額の所要経費６２０万円を計上しているが、

その詳細について伺いたい。

答 同事業では、セミナーや交流会を通じて学びを深めるこれまでの取組みに加え、

実践的な学びができるように、アドバンスコースを新設し、この取組みを通じて、

コミュニティが形成され、活発な意見交流や活動の展開につなげようとするもので

ある。令和７年度に全１０回実施した講義を、８年度は５回程度に縮小し、残りの

予算内でアドバンスコースを実施しようと考えている。

第３目 観光費

問 イベント支援事業において、猪名川花火大会開催負担金として５１８３万６０００

円を計上しているが、開催スケジュールや今後の展開について確認したい。

答 花火大会開催に要する経費の高騰に伴い、令和６年度から隔年開催となり、８年

度は熱中症対策等の観点から開催時期を１１月に変更するほか、打上時間の前倒し

や短縮を行い、安全に開催できるよう検討を進めているところである。今後も継続

的に開催していく予定としており、共催の池田市と協議をしながら検討していきた

いと考えている。

第８款 土木費

第１項 土木管理費
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第１目 土木総務費

問 公共交通支援事業において、平野山下線及び大和団地線のバス購入に係る補助金

として２９７８万１０００円を計上している点について、その詳細を伺いたい。

答 当該補助金はバスの購入費用の全額を市が負担するためのものであり、購入する

バスは小型バスを想定している。なお、ＥＶ車では充電施設などを新たに整備する

必要があることから、ガソリン車を予定している。

問 ５３１７万５０００円を計上している同事業において、市内の学校で実施してい

るＭＭ（モビリティマネジメント）教育に関して、令和７年度の実施状況と８年度

の取組みについて伺いたい。

答 ＭＭ教育については、令和７年度には９校で実施しているほか、学校の授業にお

いてもＭＭ教育を行えるよう教職員向けの研修も実施している。８年度においても

同様の研修を行い、教職員の協力を得ながら効率的に事業を進めていきたいと考え

ている。

第２目 交通安全対策費

問 交通安全施設整備事業において、工事請負費として、兵庫県の交通事故オープン

データに基づき、事故が多い地域を重点的に交通安全施設を整備する工作物工事費

を含む３８５７万８０００円を計上している点について、その詳細を伺いたい。

答 当該交通安全施設の整備に関しては、令和７年度には火打地区、小花地区、小戸

地区及び萩原台地区において実施したところである。８年度については、県のオー

プンデータが例年４月頃に公表されることから、データが公開され次第、実施地区

を検討していきたいと考えている。

問 歩道整備事業において、中学校の自転車通学に伴う自転車通行空間を整備するな

どの工事請負費として１５９３万５０００円を計上しているが、現在の整備状況と

令和８年度の取り組みについて伺いたい。

答 令和６年度に開始された清和台中学校及び東谷中学校における自転車通学の試

行実施に伴い、両校の通学路に矢羽根型路面標示を整備しており、安全に通学され

ているものと認識している。８年度には新たに川西南中学校の自転車通学が開始さ

れることから、同中学校の通学路にも同様に矢羽根型路面標示の整備を予定してい

る。

第２項 道路橋りょう費
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第１目 道路橋りょう総務費

問 急傾斜地対策事業において、東畦野山手地区、新田地区及び一庫地区で兵庫県が

実施する対策事業に伴う市負担金として１０５０万円を計上しているが、令和８年

度の各地区の事業実施予定について確認したい。

答 令和８年度は県の説明によると、東畦野山手地区では工事を実施する予定で、新

田地区では７年度に引き続き測量設計を行った後、地元との協議を進める予定であ

り、さらには、一庫地区では地域住民からの同意を得ていることから、今後、県に

おいて事業化を含めて検討を進める段階にあると把握している。

第２目 道路維持費

問 ３億３５４８万８０００円を計上している道路・水路維持補修事業について、令

和６年度決算では、老朽化が進む施設を限られた予算と人員で対応する手段とし

て、民間活力を活用した包括的民間委託の導入を目指すと報告されていたことか

ら、８年度おける取組について伺いたい。

答 当該委託については、公園や緑地を含めていることから、庁内での議論に時間を

要しているため、８年度においては費用を計上していない状況である。今後、当該

委託の導入の可否について協議を進める方針である。

第３目 道路新設改良費

問 道路改良事業において、御社橋拡幅整備事業に係る市負担金等として９１９６万

円を計上している点について、当該整備事業は当初の完成時期から大幅に延期さ

れ、令和１２年９月末の完成予定と認識しているが、工事期間の延長に伴う影響に

ついて伺いたい。

答 現在締結している基本協定は令和７年度末までが期限となっており、当該協定に

おける本市の負担額は合計６億４０００万円となっている。現在、工事期間の延長

や物価高騰等の影響も含め費用の見直しを検討しているところであり、７年度中に

変更の協定を締結する予定である。なお、同協定における本市の負担額の合計は９

億７０００万円程度になるものと考えている。

第４目 橋りょう維持費

問 橋りょう維持補修事業において、橋梁の修繕料などとして２０２万円を計上して

いる点について、本市では令和５年に橋梁個別施設計画を策定し、計画的な補修が

行われているものと認識しているが、進捗状況と８年度の取組について伺いたい。

答 同計画に基づいて５年に１度の点検により橋梁の健全性を評価しており、現在、
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早期の措置が必要な区分Ⅲと判定された橋梁の修繕に取り組んでいる。令和８年度

においては東中橋の補修を計画しており、同橋の補修により区分Ⅲの橋梁は残り１

橋となる見込みである。また、周期的な橋梁点検を１７０橋で実施する予定であり、

当該点検の結果、区分Ⅲの橋梁が増加した場合は、今後補修を進めていきたいと考

えている。

第３項 都市計画費

第１目 都市計画総務費

問 都市計画管理事業において、一般財団法人川西市まちづくり公社事業運営補助金

として６億６８９４万７０００円を計上しているが、その詳細について伺いたい。

答 当該補助金は、これまで実施してきた中央北地区整備事業における用地取得等に

関して公社が支払っている経費に係る補助である。

第２目 街路事業費

問 街路新設改良事業において、兵庫県が実施している豊川橋山手線道路改良工事に

伴う費用として１５７５万円を計上している点について、工事のスケジュール及び

実施内容について伺いたい。

答 当該工事は令和９年度に完成予定である旨、兵庫県に確認している。改良工事の

完了によって、当該区間には歩道が整備され、車線も２車線となることから、交通

の円滑化につながるものと考えている。一方で、現状では交通量の増加に伴い一部

の時間帯で交通渋滞も見受けられることから、渋滞対策については今後の検討課題

であると考えている。

第５目 公園緑地費

問 公園維持管理事業において、加茂６丁目児童遊園地オープニングイベント関連業

務委託料として５５万円を計上している点について、その詳細を伺いたい。

答 オープニングセレモニーの開催に当たり、警備業務委託として４万５０００円、

音響業務委託として１２万円を計上している。加えて、当該児童遊園地の利用時間

は午前９時から午後９時までであり、利用時間以外は施錠することから、鍵の開閉

業務委託として３８万５０００円を計上している。

問 ２億５０８１万７０００円を計上している同事業において、公園の維持管理につ

いては、今後コミュニティや自治会と協力しながら、地域の公園として住民の意識

の醸成を図る取組が必要であると考えるが、市の見解を伺いたい。
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答 現在、特色ある公園づくりとして、地域が主体となって公園の利用ルールの見直

しを行う取組を実施しているところである。この取組を公園でのボール遊びに特化

することなく、地域の公園に愛着を持っていただけるよう幅広く事業を進めていき

たいと考えている。

第４項 都市環境費

第１目 空港周辺整備費

問 空港周辺地域整備事業において、工事請負費として、久代地域の市道２２号及び

８２号の道路整備工事費用９８１２万円を計上しているが、工事のスケジュールを

確認したい。また、当該区間は狭あいな道路であることから、電柱の移設について

も確認したい。

答 当該工事については、令和８年度の完了を予定している。また、電柱の移設につ

いては検討したものの、現状では困難な状況である。しかしながら、今後機会を捉

まえ、協議をしていきたいと考えている。

第２目 騒音対策共同利用施設管理費

問 共同利用施設管理運営事業において、委託料として、旧共同利用施設小花会館及

び加茂会館の用地測量業務委託料を含む７９８万６０００円を計上している点に

ついて、その詳細を伺いたい。

答 今後の両会館の在り方は未定であるが、取壊しや売却を含め検討するに当たり、

境界が未確定であることから測量を実施するものである。

第５項 住宅費

第１目 住宅総務費

問 住宅政策推進事業において、財産管理制度活用業務委託料として３０万円を計上

している点について、その詳細を伺いたい。

答 所有者不明の空き家の状況が悪化し、周辺環境へ悪影響を及ぼすことが全国的に

課題となっており、本市においては、令和６年度より管理不全空家等の認定などの

法的措置を講じてきたところである。８年度においては、次のステップとして、当

該制度を活用することで財産管理人による所有者不明空家の土地の任意売却など

が可能となることから、よりよい住環境を維持していきたいと考えている。

問 同事業において、大規模住宅団地における子育て世帯等の転入・定住の促進を図

るための子育て住宅総合支援事業補助金として６９２５万円を計上しているが、補
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助対象を大規模住宅団地に限定していることから、その理由を伺いたい。

答 当該補助金については、大規模住宅団地において高齢化が進んでいる状況を踏ま

え、将来的な空き家対策も考慮し、多くの若い世代の転入・定住を促進することを

制度の目的としているため、対象を限定しているものである。

第３目 建築指導費

問 ７５０９万４０００円を計上している建築指導費について、本市職員の１級建築

士の有資格者数及び建築主事の任命状況について確認したい。併せて、資格取得の

ための市の考えを伺いたい。

答 令和７年４月１日時点における１級建築士の有資格者は１６名であり、そのうち

３名を建築主事に任命している状況である。一級建築士の資格取得に係る費用につ

いて助成制度を設けており、現在、助成額の増額に向け協議を進めているところで

ある。

第９款 消防費

第１項 消防費

第１目 常備消防費

問 消防活動事業において、委託料として４８４７万７０００円を、備品購入費とし

て６８１３万７０００円を計上している点について、それぞれ主な内容を伺いた

い。

答 委託料については、南消防署に配備しているはしご車のオーバーホール（設備や

機器を分解して行う大規模な点検）に係る費用として、４７５１万８０２０円を計

上している。当該オーバーホールに要する期間は３か月から４か月程度を想定して

いるが、火災等が発生した場合には、近隣市と締結している相互応援協定により対

応していきたい。また、備品購入費については、北消防署に配備している指揮車及

び資機材搬送車に係る更新費用を計上しているものである。

問 火災予防事業において、需用費で防火管理講習会テキスト費用を含む６５万７０００

円を計上している点について、前年度予算と比較して１万４０００円減少している

ことから、その要因を伺いたい。

答 当該講習会は、令和７年度は定員７０名で３回実施しているが、定員に満たない

状況が続いていることから、８年度は開催回数を２回としたため減額となってい

る。今後も参加者の動向を注視していきたいと考えている。

第２目 非常備消防費
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問 消防団活動推進事業において、久代地域における消防団の再編及び活動拠点の整

備として、久代部格納庫の改修工事費１２９５万円を計上している点について、そ

の詳細を伺いたい。

答 当該工事については、格納庫の屋根、内外装、空調設備、給湯設備、電気設備な

どの改修のほか、経年劣化している火の見やぐらを撤去し、ホース乾燥柱を新設し

ようとするものである。

第５目 災害対策費

問 災害対策事業において、大規模災害で断水した際の生活用水確保のため、協力い

ただける家庭用井戸を登録する「災害協力井戸登録制度」の創設に係る費用として

１２万円を計上しているが、当該制度の概要及び協力者のメリットについて確認し

たい。

答 川西市地域防災計画における給水計画では、災害時の飲料水の供給について定め

ていることから、創設する制度によって生活用水を確保することにより、避難時に

おける洗濯等への活用が可能であると考えている。また、本制度による協力者のメ

リットは特になく、あくまでも厚意で協力いただくものである。

第１０款 教育費

第１項 教育振興費

第１目 教育総務費

問 教育推進事業において、清和台地区の市立学校の在り方検討の費用として３７万

円を計上している点について、令和８年度における検討スケジュールを伺いたい。

答 令和８年度においては、現在、同地区内の学校に通う児童の保護者や学校運営協

議会委員などと実施している意見交換について、４月以降も継続して実施し、８月

頃を目途に教育委員会で在り方の素案を作成する予定である。同素案については、

再度意見交換を行なった上で、１２月をめどに確定させたいと考えている。

問 同事業において、清和台地区の学校規模検討のための懇話会出席者に対する報償

費として１９万２０００円を計上しているが、懇話会の構成について伺いたい。

答 当該懇話会については、各校の学校運営協議会委員の代表者など１６名を予定し

ている。

問 同事業において、予算の概要によると、物価高騰対策として令和８年度１学期学

校給食の無償化として８３８２万４０００円を計上している点について、昨年度は

給食費の無償化に併せて、長期欠席等の理由で給食を喫食していない児童生徒に対
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する支援に要する費用も計上されていたが、８年度における同様の支援の実施につ

いて確認したい。

答 令和８年度１学期の学校給食の無償化については、小学校では、物価高騰対応重

点支援地方創生臨時交付金及び国の支援制度を併せて活用し、中学校及び特別支援

学校では当該臨時交付金を活用し実施するものである。当該臨時交付金について

は、別途活用している事業があり、その限度額に達していることから同様の支援を

実施しない方向で考えている。

問 同事業において、学校校務員業務委託料として２６５４万２０００円を計上して

いる点について、対象となる学校の選択基準について伺いたい。

答 現在、学校校務員の業務委託は９校で実施しており、選択している学校は、比較

的斜面地が多い学校や作業の難易度が高い学校となっている。

第２目 学校教育推進費

問 就学支援事業において、満願寺地区の児童就学負担金等として７５万円を計上し

ているが、その詳細を伺いたい。

答 満願寺地区の児童については、本来の校区は桜が丘小学校であるが、宝塚市と協

定を結び、最寄りの宝塚市立長尾台小学校に通学している。当該負担金は、その費

用として、宝塚市に児童１名当たり１５万円を支払うものであり、令和８年度は５

名の通学を予定している。

問 同事業において、要保護・準要保護児童生徒就学援助費として８８２７万円を計

上している点について、前年度と比較して２５１７万４０００円の大幅な減額とな

っているが、その要因を伺いたい。

答 当該費用についは、令和８年度から小学校給食が無償化となることから、給食費

を減額しているもので、対象となる人数は例年と同程度で予算計上している。

問 学校教育支援事業において、部活動の社会移行における地域クラブ活動コーディ

ネーターの配置などを含む会計年度任用職員の報酬として２８１２万１０００円

を計上しているが、地域クラブ活動コーディネーターの報酬の算定根拠と業務内容

について伺いたい。

答 地域クラブ活動コーディネーターは１名を予定しており、１日６時間、年間２００

日の勤務として報酬を算出している。業務内容については、令和７年度は指導主事

が地域クラブの相談に対応していたが、現場に出向く機会が確保できなかったこと
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から、現場での指導者の相談対応や、人材バンク等を活用し子どものニーズと地域

クラブのマッチングを想定している。

問 同事業において、地域クラブ活動スタートアップ支援補助金として１０００万円

を計上しているが、その詳細について伺いたい。

答 当該補助金は、地域クラブの登録団体を対象とし、１クラブ当たり最大１０万円

を予定している。

問 同事業において、多様な学びに取り組むことができる教室環境の整備のための備

品購入費２００万円を計上している点について、その詳細について伺いたい。

答 想定している備品は、探求的な学習活動に利用するため、簡単に移動や連結がで

きる可動式の机や椅子や子ども達が思考をまとめるためのホワイトボードなどで

ある。なお、整備に当たっては、子ども達と一緒に検討していきたいと考えている。

問 青少年愛護活動推進事業において、役務費で学校安全協力員などへの通信運搬費

を含む６４万３０００円を計上している点について、学校安全協力員の人数を確認

したい。

答 令和７年度において、学校安全協力員は５３２名登録されており、８年度におい

ては登録者の増加を見込んでいることから、６９５名で予算計上を行っている。

第２項 小学校費

第１目 学校運営費

問 小学校運営事業において、民間プールを活用した水泳授業の委託料５７８１万

８０００円及び水泳授業実施場所までのバス送迎業務の委託料１３３２万円を計

上している点について、議案質疑資料によると、学校によって児童生徒１名当たり

の税込み単価に差異が見受けられるが、その理由を伺いたい。

答 委託業者により、水泳授業実施場所への移動サービスを含む場合と含まない場合

で単価を設定したことによるものである。

問 小学校教科書・副読本整備事業において、教師用教科書、指導者用デジタル教科

書に係る消耗品費として８６万９０００円を計上しているが、その詳細を伺いた

い。

答 現在、国において算数の教科書のデジタル化が進められており、本市では約半数

の小学校で学習者用のデジタル教科書を導入していることから、指導者用について
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も同様にデジタル教科書を導入するため予算計上しているものである。

問 小学校教職員人事管理事業において、学校図書館司書を含む会計年度任用職員報

酬として１億８６９６万４０００円を計上している点について、学校図書館司書の

配置人数について確認したい。

答 現状、各小学校１名の配置となっている。

第２目 学校給食費

問 小学校給食費人件費として、一般職３９名で３億３３１１万９０００円を計上し

ているが、調理師の人数を確認したい。

答 同事業人件費に計上している一般職３９人中３４名が調理師である。

第３項 中学校費

第１目 学校運営費

問 中学校運営事業において、議案質疑資料によると、清和台中学校における民間プ

ールを活用した水泳授業の委託料として４５９万８４００円を計上しているが、プ

ールでの授業の代替として座学での授業を行うなど、水泳授業の方針について伺い

たい。

答 水泳授業については、コロナ禍において、プールの使用ができないことから座学

で行ったケースはあるが、基本的には学習指導要領に基づきプールを使用した授業

を行う考えである。例外として、周辺にプール施設がない場合には座学が認められ

ている状況である。

第２目 学校給食費

問 中学校給食運営事業において、中学校給食センターＰＦＩ事業委託料を含む２億

７３９２万９０００円を計上しているが、かねてから生徒の希望が多かったパンの

提供について、実施状況と今後のパン給食の実施方針について伺いたい。

答 令和８年３月６日の給食で、米粉パンを提供している。当日、給食センターの栄

養教諭が市内２校を訪問し、喫食状況を確認したところ、パンが個包装であるため

食べる量を調整しやすい点やご飯に比べ食事の時間が短縮できる点などが、おおむ

ね好評であった。今後のパンの提供については、喫食後のアンケート結果や意見交

流会などを通じて、中学生の意見を聞きながら検討をしていきたいと考えている。

第４項 幼稚園費



- 31 -

第１目 幼稚園運営費

問 市立幼稚園人事管理事業において、市立幼稚園の会計年度任用職員報酬として

２３０６万１０００円を計上しているが、医療的ケア児を担当する看護師の配置予

定について伺いたい。

答 当該看護師については、１日６時間の勤務を想定しており、幼稚園のみでの配置

を考えている。なお、年休代替の看護師については、こども園を含めた配置を考え

ている。

第７項 生涯学習費

第２目 生涯学習推進費

問 放課後子ども教室運営事業において、放課後子どもプラン「子ども教室型」事業

委託料５８７万４０００円を計上している点について、放課後キッズプレイス（放

課後児童の居場所）の拡大に伴う今後の放課後子ども教室の在り方に関して、市の

見解を伺いたい。

答 放課後子ども教室は、地域の大人の協力を得て、学校などを活用し、放課後や週

末などにおける多様な体験活動や地域住民との交流活動などを支援するものであ

り、引き続き継続して実施していきたいと考えである。

答 現状、放課後子ども教室は、生涯学習の一環として取り組んでいるが、次年度か

ら、こども政策として実施していく考えである。

問 生涯学習講座運営事業において、役務費で、生涯学習アカデミーの講座をオンラ

イン配信するための通信費を含む３６万円を計上しているが、今後の講座の実施方

針について伺いたい。

答 生涯学習アカデミーについては、令和７年度にアステ川西では対面方式で実施し

ており、上半期には東谷公民館と清和台公民館で、下半期には明峰公民館と北陵公

民館でライブ配信を実施してきたところである。８年度は、対面とライブ配信を合

わせて４００名分の受講者枠を確保し、幅広い方に応募していただけるよう周知に

努めていきたい。

第３目 文化財費

問 文化財事業において、工事請負費で、令和７年度に取得した国指定史跡加茂遺跡

の文化財保護用地及び旧加茂幼稚園の園庭に係る整地工事費を含む６５３万８０００

円を計上している点について、旧加茂幼稚園の園庭の今後の使用方法について伺い

たい。
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⑶ 第２表 継続費 ～ 第４表 地方債

答 旧加茂幼稚園については、かねてより、園庭に遊具が残っていることから、地域

住民から園庭開放の要望がなされており、当該園の周辺に公園がないことから、園

庭解放を行おうとするものであるが、具体的な運営方法は今後検討していく予定で

ある。

答 この予算は、まずは園庭開放に伴う遊具の安全性を確認するための費用であり、

早期に園庭開放ができるよう取り組んでいきたい。なお、当該土地は既に加茂遺跡

に含まれていることから、新たな遊具の設置は困難な状況である。また、加茂遺跡

の周知啓発については引き続き行うとともに、旧加茂幼稚園近隣の土地の暫定利用

についても随時検討していきたいと考えている。

第６目 図書館費

問 図書館運営事業において、備品購入費で一般図書等の購入費として１３３７万

７０００円を計上している点について、前年度と同程度の予算規模となっている

が、中央図書館の蔵書の購入方針を伺いたい。

答 現状、中央図書館の蔵書数は３０万冊程度が上限となっており、不要となった図

書や劣化した図書などを処分すると同時に、新たな図書の購入を行っている状況で

ある、引き続き、予算の範囲内で利用者に必要とされる図書を購入していきたいと

考えている。

第１１款 災害復旧費 ～ 第１３款 予備費

質疑なし

第２表 継続費

質疑なし

第３表 債務負担行為

質疑なし

第４表 地方債

質疑なし
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３．特記事項

４．審査結果

請求資料あり （１．消費税の影響額について ほか）

議案質疑資料あり （１．航空機燃料譲与税について、２０１８年（平成３０年）度か

ら２０２５年（令和７年）度までの推移（国と川西市） ほか）

原案可決（賛成多数）


